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貸　　借　　対　　照　　表

（平成２７年３月３１日現在）

（単位：千円）

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

未 収 金 20,614 一年内返済長期保証金 110,605

未 収 消 費 税 292,425 一年内返済リース債務 837

【資　産　の　部】 【負　債　の　部】

484,310 8,511,909

現 金 及 び 預 金 18,457 短 期 借 入 金 840,000

短 期 貸 付 金 13,017 未 払 法 人 税 等 7,778

前 払 費 用 71,557 預 り 金 9,017

販 売 用 不 動 産 37,806 未 払 金 7,199,937

販 売 用 未 成 不 動 産 10,980 未 払 費 用 2,726

貸 倒 引 当 金 ▲ 135 そ の 他 流 動 負 債 25,297

繰 延 税 金 資 産 17,313 前 受 金 297,412

そ の 他 流 動 資 産 2,274 賞 与 引 当 金 18,296

建 物 付 属 設 備 2,569,606 長 期 預 り 保 証 金 431,943

構 築 物 314,137 長 期 預 り 敷 金 1,992,706

12,025,324

有 形 固 定 資 産 11,862,887 2,471,419

建 物 8,868,293 リ ー ス 債 務 610

リ ー ス 資 産 1,378

負　　債　　合　　計 10,983,329
無 形 固 定 資 産 62,043

工 具 器 具 備 品 44,571 退 職 給 付 引 当 金 32,094

土 地 64,900 役員退職慰労引当金 14,066

1,526,306

商 標 権 158 資 本 金 360,000

電 話 加 入 権 1,319

水 道 施 設 利 用 権 4,245 【純　資　産　の　部】

ソ フ ト ウ ェ ア 56,321 株 主 資 本

投 資 有 価 証 券 11,000

出 資 金 21 利 益 剰 余 金 1,125,806

資 本 剰 余 金 40,500

投 資 そ の 他 の 資 産 100,393 資 本 準 備 金 40,500

貸 倒 懸 念 債 権 2,010 任 意 積 立 金 37,000

繰 延 税 金 資 産 31,341 繰 越 利 益 剰 余 金 1,065,651

差 入 保 証 金 43,088 利 益 準 備 金 23,155

長 期 前 払 費 用 13,632 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,102,651

資　　産　　合　　計 12,509,635 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,509,635

貸 倒 引 当 金 ▲ 699

純　資　産　合　計 1,526,306
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個 別 注 記 表

自 平成２６年 ４ 月 １ 日 

至 平成２７年 ３ 月３１日 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

 １．資産の評価基準及び評価方法

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法

     その他有価証券

      市場価格のないもの・・・・移動平均法による原価法

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

     販売用不動産及び販売用未成不動産・・・個別法による原価法（収益性の低下に基

                         づく簿価切下げの方法により算定）

 ２．固定資産の減価償却の方法

 （１）有形固定資産

   ・平成１９年４月１日以降取得資産（リース資産を除く）

     法人税法に定める定額法を採用しております。

   ・平成１９年３月３１日以前取得資産（リース資産を除く）

     法人税法に定める旧定額法を採用しております。

 （２）無形固定資産（リース資産を除く）

    法人税法に定める定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

   ては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

  （３）リース資産

      ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産                     

        自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

   ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 ３．引当金の計上基準

 （１）貸倒引当金

     売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

    績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

    不能見込額を計上しております。

 （２）賞与引当金

     従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額に基づき計上

    しております。

 （３）退職給付引当金

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

    づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

 （４）役員退職慰労引当金

     役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

    を計上しております。
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 ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

 （１）リース取引の処理方法

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

    ス取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する会計

    基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

    準じた会計処理によっております。

 （２）消費税等の処理方法

     消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

 （３）連結納税制度の適用

     連結納税制度を適用しております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

 １．資産に係る減価償却累計額

 （１）有形固定資産の減価償却累計額・・・・6,819,004 千円

 （２）有形固定資産の減損損失累計額

     貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

 ２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 71,726千円 短期金銭債務25,712千円

Ⅲ．税効果会計に関する注記

 繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、償却資産の減損損失

等の影響によるものです。

（追加情報）

   「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27年法律第 9号）､「地方税法等の一部を

改正する法律（平成 27 年法律第 2号）が平成 27 年 3 月 31 日に公布されたことに伴い、当

事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 27 年 4 月 1 日以降解消さ

れるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の 35.3％から、回収又は支払が

見込まれる期間が平成 27年 4月 1 日から平成 28年 3月 31 日までのものは 32.8％、平成

28 年 4 月以降のものについては 32.0％にそれぞれ変更されております。 

   その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）4,551 千円減少

し、当事業年度に計上された法人税等調整額が 4,551 千円増加しております。

Ⅳ．１株当たりの情報に関する注記

  １．１株当たり純資産額・・・・2,740 円 23銭

  ２．１株当たり当期純利益・・・・  9円 80 銭

Ⅴ．当期純損益金額

   当 期 純 利 益・・・・・・・・ 5,460 千円

Ⅵ．その他の注記

   貸借対照表及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満を切捨て表示しておりま

す。


